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鉄筋腐食量を考慮した海上橋脚の耐震性能評価と対策工法の提案 
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石垣市にある人工島（南ぬ浜町）と市街地を結ぶ「サザンゲートブリッジ」は，1993

年に供用開始された道路橋であり，2020 年の定期点検において，海上橋脚である P4

柱部に複数のひび割れやコンクリートの浮きが確認された．橋脚の劣化状態を詳細に

把握するため，鉄筋腐食量調査（自然電位法、はつり調査）を実施した．その結果，

現況評価および耐震補強の必要性，対策工法の検討を行い，十分な耐震性能を有して

いることから耐震補強は不要と判断した．性能（耐久性）確保のためには電気防食工

法を対策工法として選定した。． 

キーワード :海上橋脚，鉄筋腐食量調査，自然電位法，はつり調査，耐震性能，電気防食工法 

 

1． はじめに 

「サザンゲートブリッジ」は，石垣市にある人工島（南

ぬ浜町）と市街地を結ぶ PC3 径間連続箱桁橋および RC

床版単純ローゼ桁橋で構成される橋長 438m の道路橋で

ある（写真-1）．1993年の供用開始後，兵庫県南部地震後

の設計基準の見直しにより，2008年から2009年にかけて

RC巻立による橋脚の耐震補強工事が実施された．その際，

海上橋脚である P4 については耐震補強を実施せずに所

定の耐震性能を有していることが確認されたため，未補

強のまま供用されていた．その後，2020 年の定期点検に

おいて，P4橋脚柱部に複数のひび割れやコンクリートの

浮きが確認されたため，現況の劣化状態を把握し，耐震補

強の必要性を検討することにした．本稿では，海上橋脚の

劣化状態を把握するために鉄筋腐食量調査（自然電位法，

はつり調査）を実施し，現況評価および耐震補強の必要性

と対策工法の検討を行った結果について報告する． 

 

 

写真-1 サザンゲートブリッジ全景 

2． 自然電位法による鉄筋腐食量調査 

2.1 調査概要 

コンクリート中に埋設された鋼材の腐食状況を把握す

るため,自然電位法（JSCE-E 601-20001)）による電位測定

を実施した．コンクリート中の鉄筋などの鋼材腐食は,電

子の移動を伴う電気化学的反応であり,この移動による

流れは腐食電流と呼ばれ,腐食反応の速さを表す．腐食し

た鋼材の自然電位は卑(-)側に変化するため,腐食状況に

応じて変動する鋼材の自然電位を測定することにより，

P4橋脚内部の鉄筋の腐食状況を推定できる．調査の手順

を以下1)～3）に,測定状況を写真-2に示す． 

1)調査面に清浄な水を散水噴霧し,湿潤状態に保つ． 

2)電圧計の(-)端子に内部鉄筋,(+)端子に照合電極（飽和

硫酸銅電極：CSE）を接続する． 

3)照合電極先端に含水させたスポンジを巻き付けてコン

クリート表面の測定点に押し当て,測定する． 

 
写真-2 自然電位測定  
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2.2 評価結果 

自然電位法による電位測定を P4 橋脚全面で実施した．

測点は橋脚外周半時計周りに約 1.6m 間隔で 1～10（図-

1），鉛直方向は上部から下部に向かって約 2m 間隔で A

～H（図-2）とした．測定結果のASTM C 876による評価

基準を表-1に，評価結果を図-2に示す．測定の結果，海

水面に近いほど電位が卑(-)側の値を示し，内部鉄筋が腐

食している可能性が高いことが確認された． 

 

表-1 自然電位測定結果の評価基準（ASTM C 876） 

自然電位E 

（mV vs. CSE） 
鋼材腐食の可能性 

-200＜E 90%以上の確率で腐食なし 

-350＜E≦-200 不確定 

E≦-350 90%以上の確率で腐食あり 

 

 

 

図-1 自然電位測定位置（平面図） 

 

北面側 南面側 

  

 
 

 
 

 

図-2 自然電位測定結果

単位：mV（CSE）

西側面

1 2 3 4 5

A -233 -199 -302 -212 -231

B -169 -235 -304 -226 -258

C -242 -345 -371 -284 -478

D -226 -328 -253 -244 -458

E -173 -299 -220 -320 -431

F -180 -406 -430 -343 -633

G -392 -386 -478 -378 -663

H -322 -415 -375 -369 -548

北面側

単位：mV（CSE） 単位：mV（CSE）

東側面

6 7 8 9 10

A -249 -353 -308 -343 -288

B -290 -220 -373 -329 -249

C -420 -474 -468 -423 -360

D -395 -283 -402 -383 -323

E -430 -383 -493 -403 -161

F -453 -468 -470 -308 -168

G -428 -348 -366 -508 -410

H -540 -573 -583 -528 -398

南面側

：-800～-600 ：-600～-400 ：-400～-200 ：-200～0 ：はつり調査箇所

※－350mVよりも卑（－）側の値を示した場合、90%以上の確率で腐食あり

南面側 

北面側 
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3． はつり調査による鉄筋腐食量測定 

3.1 調査概要 

自然電位測定を実施した代表地点3箇所（D7，F5，G8）

においてはつり調査を行った．電磁波レーダによる非破

壊調査で鉄筋の位置を確認後，コンクリートカッターお

よびピックハンマを用いて鉄筋を露出させ，腐食状況の

外観確認および鉄筋径（ノギスによりリブあるいは節を

除いた 3 箇所を測定した平均値）を測定した（写真-3）．

腐食状況はコンクリート標準示方書 2)に基づき，腐食グレ

ード（表-2）で評価した．また，調査完了後は鉄筋に防錆

スプレーを塗布し，ポリマーセメントモルタルで断面を

修復した． 

  

写真-3 はつり調査による鉄筋腐食量調査 

3.2 調査結果 

はつり調査の結果を表-3に示す．自然電位測定の結果，

腐食の可能性が高いと判断したF5およびG8については

腐食グレードが厳しい結果となり，最大約 10%の鉄筋径

の減少が確認された． 

 

表-2 腐食グレードと鋼材の状態 

腐食グレード 鋼材の状態 

腐食グレードⅠ 

黒皮の状態，またはさびが生じてい

るが全体的に薄い緻密なさびであ

り，コンクリート表面にさびが付着

していることはない． 

腐食グレードⅡ 
部分的に浮きさびがあるが，小面積

の斑点状である． 

腐食グレードⅢ 

断面欠損は目視点検では認められ

ないが，鋼材の全周または全長にわ

たって浮きさびが生じている． 

腐食グレードⅣ 断面欠損が生じている． 

 

 

表-3 はつり調査結果 

 

 写真の 
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3.3 鉄筋腐食量調査結果のまとめ 

自然電位の分布およびはつり調査箇所と腐食グレード

を併記した図を図-3に示す．自然電位の分布と同様に腐

食グレードについても海水面に近いほど厳しい結果とな

り，自然電位法による電位とはつり調査による腐食グレ

ードの傾向が概ね一致した． 

 

4． 橋脚の耐震性能照査 

2008年に設計基準の改訂（道路橋示方書・同解説（2002

年3月）3)）に伴う耐震性能の再照査が実施された．P4橋

脚以外の橋脚は耐震性が不足していると判断され RC 巻

立による耐震補強が実施されたが，P4橋脚の耐震補強は

不要であると結論づけられた． 

 

図-3 電位分布とはつり調査による腐食グレード 

（南面側） 

一方，今回の鉄筋腐食量調査により，P4橋脚において

は鉄筋腐食が確認され，橋脚本体の耐震性能の低下が懸

念されることから，鉄筋の腐食状況を考慮してP4橋脚の

耐震性能を照査した．耐震性能照査方法を表-4に示す． 

 

4.1 検討ケースおよびモデル 

鉄筋腐食量調査結果を踏まえ，P4橋脚の全高さにおい

て鉄筋径の 10%減少を考慮した．検討ケースおよび配筋

状況と鉄筋の断面積減少率を表-5に，検討モデルを図-4

に示す． 

 

表-4 P4橋脚の耐震性能照査方法 

対策方針 L1地震時 L2地震時 

準拠基準 
道路橋示方書・同解説（2002年3月） 

（2008年の耐震補強設計時と同様） 

照査方法 静的照査 
動的照査 

（非線形時刻歴応答解析） 

照査項目 曲げ耐力 

①変位（塑性率，残留変位） 

・塑性ヒンジ部（基部）の回転角 

・塑性ヒンジ部以外の箇所の曲率 

②曲げ耐力 

③せん断耐力 

・橋脚本体のせん断耐力 

 

表-5 検討ケースおよび鉄筋の断面積減少率 

 

 

 

 

図-4 検討モデル 

 

5
A

B

C

D

E

F

G

H

6 7 8 9 10

腐食グレード：Ⅳ

腐食グレード：Ⅲ

腐食グレード：Ⅰ

：-800～-600mV

：-600～-400mV

：-400～-200mV

：-200～0mV

：はつり調査箇所

考慮径
（mm）

断面積減少率
（%）

考慮径
（mm）

断面積減少率
（%）

D22 22 0 20 19

D19 19 0 17 21

D16 16 0 14 23

鉄筋径

ケース1

（減肉なし）

ケース2

（鉄筋径10%減）
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図-5 L1地震時の曲げモーメント分布図 

4.2 耐震性能照査結果（L1地震時） 

L1 地震時に P4 橋脚に生じる曲げモーメントと橋脚の

抵抗モーメントの分布図を図-5に示す．ここで，L1地震

は，当初設計と同様に設計水平震度Kh=0.17とした。同図

に示すように，腐食を考慮した場合でも発生曲げモーメ

ントは抵抗モーメントに対して余裕があることがわかる．

この理由として，当初設計（1988 年）時の鉄筋量は最小

鉄筋量で決定されており，発生応力度は許容応力度に対

して十分な余裕を有していたことが考えられる．なお，せ

ん断力についてはコンクリートのみに耐力を期待する設

計のため，鉄筋腐食の影響は受けないことから，本検討に

おける照査は省略した． 

4.3 耐震性能照査結果（L2地震時） 

1)適用基準およびモデル化の方針 

L2地震に対する耐震性能の照査は，道路橋示方書・同

解説（2002年3月）に準拠して動的解析により実施した．

橋脚を梁でモデル化し，基部から約 3m の区間には塑性

ヒンジ長を考慮したM-θモデル，それ以外の部分にはM-

モデルを適用し，主スパンであるP3橋脚-上部工-P4橋

脚全体をモデル化した．上部工は梁でモデル化し，非線形

性は考慮しなかった．フーチングおよび橋脚上部の梁部

を剛域とし，フーチング下端に地盤バネを設定した．P3

橋脚側は固定支承，P4橋脚側は可動支承のため，P4側の

橋軸方向の水平移動を考慮した．P4橋脚のモデル概要図

を図-6に示す．

 
図-6 モデル概要図（P4橋脚） 

 

表-6 入力地震動 

 
 

・M-θモデル：塑性化位置を橋脚下端に特定する．予想さ

れる塑性化位置にコンクリートのひび割れモーメント，

最外縁鉄筋の降伏モーメントを折れ点とするトリリニア

型の非線形回転バネを設け，動的解析によって得られた

最大応答回転角が許容回転角以内であることを照査する． 

 

・M-モデル：部材の曲げモーメントと曲率の関係を，コ

ンクリートのひび割れモーメント，最外縁鉄筋の降伏モ

ーメントを折れ点とするトリリニア型でモデル化し，部

材の曲げ剛性の非線形性を考慮する．最大応答曲率が降

伏曲率以下であることを照査する． 

 

2)入力地震動 

道路橋示方書・同解説（2002 年3 月）においては，レ

ベル地震動としてタイプⅠ（発生頻度が低いプレート境

界型の大規模な地震），タイプⅡ（発生頻度が極めて低い

内陸直下型地震）の 2 種類について 3 波形程度を考慮す

ることとしている．今回の照査においてタイプⅠ，Ⅱとして

モデル下端に入力した地震動を表-6に示す．  

タイプ 地震名 記録場所
最大値
（gal）

1983年日本海中部 津軽大橋周辺地盤上　TR. -433.372

1984年日本海中部 津軽大橋周辺地盤上　LG. -424.006

1994年北海道東方沖 釧路川堤防周辺地盤上　LG. 438.520

東神戸大橋周辺地盤上　N12W -591.034

ポートアイランド内地盤上　N-S -557.427

ポートアイランド内地盤上　E-W 619.186

1995年兵庫県南部

Ⅰ

Ⅱ
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表-7 照査結果 

 

 

3)照査結果 

非線形時刻歴応答解析による耐震性能照査の結果を表

-7に示す．橋軸方向，橋軸直角方向ともに地震動タイプ

Ⅰと比較してタイプⅡの方が厳しい結果となり，橋軸方向

においてはせん断耐力，橋軸直角方向においては曲率の

照査結果が最もクリティカルとなった（赤字部）．しかし，

腐食を考慮したケース 2 においても全ての項目において

所要の耐震性能を満足する結果となった． 

 

5． 対策工法の検討 

5.1 対策方針 

L1地震時およびL2地震時の耐震性能は，鉄筋径を10%

減じた場合でも所要の耐震性能を十分確保できていると

考えられる．鉄筋の腐食状況を考慮した場合でも耐震性

能を満足していることから，「性能回復のための補修補強

対策」ではなく，「性能（耐久性）確保対策」を前提に対

策工法を検討する． 

5.2 環境区分を考慮した対策工法の選定 

塩害に対する環境区分は海中部，干満帯，飛沫帯，海上

大気中に分けられる．海中部は水と塩化物イオンが多量

に供給されるが，酸素供給量が少ないため，劣化の進行は

遅い．一方，干満帯や飛沫帯は酸素と水，塩化物イオンが

十分に供給されるため，より厳しい塩害環境となる．以上

の環境区分および橋脚の耐震性能向上が不要であること 

表-8 塩害環境区分と適用可能な補修工法の例 4) 

 
 

を踏まえ，港湾コンクリート構造物補修マニュアル 4)に記

載の補修工法（表-8）を参考に，最も適用範囲の広い電気

防食工法を対策工法として選定（橋脚全面に適用）する．

なお，コンクリートの浮きが確認された箇所には，浮きを

はつり落とした後，ポリマーセメントモルタル等による

断面修復工法を併用することとする. 

 

6． まとめ 

1)橋脚表面での自然電位測定の結果，海水面に近い位置

では電位が低く，鉄筋腐食の可能性が高い結果となった．

また，はつり調査による腐食グレードについても海水面

に近いほど厳しい結果となり，自然電位法による電位と

はつり調査による腐食グレードの傾向が概ね一致した. 

 

2)耐震性能照査による現況評価の結果，L1地震時および

L2地震時のいずれも，鉄筋径を10%減じた場合でも所要

の耐震性能は十分確保できていると考えられる． 

 

3)環境区分を踏まえ，最も適用範囲の広い電気防食工法

を対策工法として選定する．なお，打音調査によりコンク

リートの浮きが確認された箇所にはポリマーセメントモ

ルタル等による断面修復工法を併用することとする． 
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ﾀｲﾌﾟⅠ ﾀｲﾌﾟⅡ ﾀｲﾌﾟⅠ ﾀｲﾌﾟⅡ

曲げ破壊 曲げ破壊 曲げ破壊 曲げ破壊

最大応答曲率 φ max（μ･1/m） 313.7 599.7 147.8 271.8

初降伏曲率 φ y0（μ･1/m） 660.2 660.2 278.4 278.4

比率 φ max/φ y0 0.475 0.908 0.531 0.976

<判定> φ max≦φ y0 OK OK OK OK

最大応答回転角 θmax（μ･rad） 901.8 2039.0 792.4 2463.4

降伏回転角 θy（μ･rad） 978.8 978.8 840.0 840.0

降伏判定 θmax/θy 0.921 2.083 0.943 2.933

許容回転角 θa（μ･rad） 4348.5 7718.2 2246.1 3652.2

比率 θmax/θa 0.207 0.264 0.353 0.674

<判定> θmax≦θa OK OK OK OK

S max（kN） 3631.3 4951.6 6058.0 8348.1

P s（kN） 4986.4 5163.2 11647.6 12028.8

S max/P s 0.728 0.959 0.520 0.694

S max≦P s OK OK OK OK

μr 0.708 1.413 0.604 1.584

δR（m） 0.000 0.016 0.000 0.016

δRa（m） 0.188 0.188 0.210 0.210

δR/δRa 0.000 0.087 0.000 0.077

δR≦δRa OK OK OK OK

検討ケース ケース2：10％腐食

方    向 橋軸方向 橋軸直角方向

地震動

破壊形態の判定
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